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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
Ｃ：０．０３９～０．２ｍａｓｓ％、Ｓｉ：０．０５～０．３ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．５
～５ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０１５ｍａｓｓ％以下、Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｃｒ
：３ｍａｓｓ％以下、Ｎｉ：５ｍａｓｓ％以下、Ｔｉ：０．００５～０．０２ｍａｓｓ％
、Ａｌ：０．００４ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００７ｍａｓｓ％以下、Ｂ：０．０００３
～０．００３ｍａｓｓ％を含有し、かつ、Ｍｎ，Ｎｉ，ＣｒおよびＣが下記（１）式を満
たして含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し、入熱量が８０
ｋＪ／ｃｍ以下の多層溶接を施したときの溶接熱影響部に形成される島状マルテンサイト
の平均面積が３μｍ２以下である板厚が３０ｍｍ以上の高張力鋼板。
　　　　　　　　　　　記
　Ｍｎ＋Ｎｉ＋Ｃｒ－１２．５×Ｃ≧２．６（ｍａｓｓ％）　・・・（１）
　ここで、上記式中の各元素記号は、その元素の含有量（ｍａｓｓ％）を示す。
【請求項２】
上記成分組成に加えてさらに、Ｃｕ：０．５ｍａｓｓ％以下、Ｍｏ：１ｍａｓｓ％以下、
Ｖ：０．２ｍａｓｓ％以下およびＮｂ：０．１ｍａｓｓ％以下のうちから選ばれる１種ま
たは２種以上を含有することを特徴とする請求項１に記載の高張力鋼板。
【請求項３】
上記成分組成に加えてさらに、Ｃａ：０．０００５～０．００３ｍａｓｓ％およびＲＥＭ
：０．０００３～０．００３ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種または２種を含有するこ
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とを特徴とする請求項１または２に記載の高張力鋼板。
【請求項４】
請求項１～３のいずれか１項に記載の成分組成を有する鋼素材を、Ａｃ３変態点～１２０
０℃の温度に加熱後、累積圧下率５０％以上の熱間加工を施し、次いで、そのままＡｒ３

変態点以上の温度から板厚中心部の温度が３５０℃以下になるまで１℃／ｓ以上で冷却し
て鋼板全体を焼き入れし、あるいは、放冷してからＡｃ３変態点～１０５０℃の温度に再
加熱した後に板厚中心部の温度が３５０℃以下になるまで１℃／ｓ以上で冷却して鋼板全
体を焼き入れし、その後、４５０～６５０℃の温度で焼戻処理を施す高張力鋼板の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、船舶や海洋構造物、圧力容器、ペンストックなどの鋼構造物に用いられる高
張力鋼板とその製造方法に関し、特に板厚が３０ｍｍ以上、降伏強度が６３０ＭＰａ以上
で、母材の強度・靭性に優れるだけでなく、溶接熱影響部の靭性にも優れる高張力鋼板と
その製造方法に関するものである。本発明において、降伏強度とは、降伏点（ＹＰ）もし
くは０．２％耐力（ＹＳ）を指す。
【背景技術】
【０００２】
　船舶や海洋構造物、圧力容器などの各種鋼構造物は、板厚が厚い鋼板等の鋼材を溶接し
て接合し、所望の形状や構造に仕上げるのが普通である。そのため、これらに用いられる
鋼材には、安全性を確保する観点から、母材の靭性に優れるだけでなく、溶接熱影響部の
靭性にも優れていることが必要とされる。
【０００３】
　しかし、例えば板厚が３０ｍｍ以上の厚鋼板は、一般に入熱量が８０ｋＪ／ｃｍ以下の
多層溶接で施工されるが、この溶接熱影響部は、加熱と冷却を繰り返す複雑な熱履歴を受
けるため、局所的に脆化域が発生しやすく、特に、熱影響部の中でもフェライトとオース
テナイトの２相域に加熱されるボンド部（フュージョンライン（ＦＬ）ともいう。）近傍
では、著しい脆化が起こることが知られている。その原因は、上記のような領域では、複
数回の加熱・冷却を受ける際に何度も変態が起こり、組織が細粒化するため焼入性が低下
し、靭性を低下させる島状マルテンサイトが形成される上部ベイナイト組織になるためで
あるといわれている。
【０００４】
　上記問題に対する対策としては、鋼中にＴｉＮを均一に微細分散させることによって、
オーステナイトの粗大化を抑制すると共に、フェライトの変態核としても利用する技術が
実用化されている。また、特許文献１には、Ｔｉ酸化物等を鋼中に微細分散させて、溶接
熱影響部におけるオーステナイト粒の粗大化を防止し、フェライト粒を微細化することで
、溶接熱影響部の靭性を向上させる技術が開示されている。しかし、これらの技術は、フ
ェライトを母相とする比較的低強度の鋼材を対象としているため、溶接熱影響部がフェラ
イトを含まない組織となる高強度の鋼板には、このフェライト粒微細化による溶接熱影響
部の靭性向上効果を望むことはできない。
【０００５】
　また、２相域加熱部、つまり最初の溶接時に融点近傍まで加熱された領域が、後続する
溶接の再加熱によってフェライトとオーステナイトの２相域になる領域が最も脆化する理
由は、後続の溶接による再加熱によって、オーステナイト領域にＣが濃化し、この部分が
冷却時に島状マルテンサイト生成を伴う上部ベイナイト組織を形成するためである。また
、この領域は、粗大な島状マルテンサイトが容易に形成されるため、脆性破壊の起点とな
り易い。
【０００６】
　このＣ濃化による溶接熱影響部の靭性低下に対しては、例えば、特許文献２には、鋼を
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低Ｃ化および低Ｓｉ化し、島状マルテンサイトの生成を抑制した上で、さらにＣｕを添加
することで、母材強度を確保する技術が開示されている。また、特許文献３には、低Ｃ化
して溶接熱影響部の靭性を向上した上で、Ｃｕ添加により強度を高める技術が開示されて
いる。しかし、これらの技術は、時効処理によるＣｕの析出強化を利用して強度を高める
ものであるが、多量のＣｕ添加を必要とするため、熱間加工時に脆性を起こし易く、製造
性や品質面で問題が多い。
【０００７】
　また、特許文献４には、２相域加熱部の島状マルテンサイトによる靭性低下を抑制する
ため、母材および溶接金属の成分を規定し、さらに溶接後、（Ａ１変態点＋１００℃）～
１０００℃に温度に再加熱する技術が開示されている。しかし、特許文献４の技術は、２
相域加熱部に生成した島状マルテンサイトを微細化するために、もう一度、高温に加熱す
る必要があり、生産性を著しく阻害する。また、この技術は、比較的板厚の薄い鋼板を使
用する鋼管に適用する技術であり、海洋構進物などの大型鋼構造物には適用することは難
しい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－３２３３３６号公報
【特許文献２】特開平０５－１８６８２３号公報
【特許文献３】特開２００１－３３５８８４号公報
【特許文献４】特開２０００－２５６７７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　さらに、上記従来技術には、以下のような解決すべき課題が残されている。
　例えば、Ｔｉ酸化物等を利用する技術では、酸化物等を鋼中に均一に微細分散させるこ
とが難しいという問題がある。さらに、近年では、構造物が大型化するのに伴い、使用さ
れる鋼材の高強度化や厚肉化が要求されており、それらの要求に応えるためには、従来技
術以上に合金元素を添加することが必要となる。しかし、合金元素の過度の添加は、溶接
熱影響部の靭性を低下させるため、好ましくないという問題もある。
【００１０】
　本発明は、従来技術が抱える上記問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、板
厚３０ｍｍ以上、降伏強度が６３０ＭＰａ以上で、母材の強度・靭性に優れるとともに、
溶接熱影響部の靭性にも優れる高張力鋼板とその有利な製造方法を提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　発明者らは、厚肉かつ高強度が求められる鋼板の母材強度・靭性を向上するだけでなく
、溶接熱影響部の靭性をも改善する方法について、鋭意検討を重ねた。その結果、溶接熱
影響部のボンド部近傍における靭性低下は、多層溶接時に２相域に加熱される部分に形成
される島状マルテンサイトを含む脆化組織の生成に起因するものであることを確認すると
ともに、上記島状マルテンサイトに対する対策が、従来技術ではまだ不十分であることを
知見した。
【００１２】
　そこで、発明者らは、上記脆化組織を改善する方法についてさらに検討した結果、従来
技術のように単にＣを低減するだけでは不十分であり、さらに、生成する島状マルテンサ
イトの大きさ（面積）を小さくすると共に、島状マルテンサイトの硬さを低減してマトリ
ックス組織との硬度差を小さくしてやる必要があること、そして、その達成手段としては
、母材成分中のＭｎ，ＮｉおよびＣｒを適正量添加し、Ｃを低減してやることが有効であ
ることを見出し、本発明を完成させた。
【００１３】
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　すなわち、本発明は、Ｃ：０．０３９～０．２ｍａｓｓ％、Ｓｉ：０．０５～０．３ｍ
ａｓｓ％、Ｍｎ：０．５～５ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０１５ｍａｓｓ％以下、Ｓ：０．００
５ｍａｓｓ％以下、Ｃｒ：３ｍａｓｓ％以下、Ｎｉ：５ｍａｓｓ％以下、Ｔｉ：０．００
５～０．０２ｍａｓｓ％、Ａｌ：０．００４ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００７ｍａｓｓ％
以下、Ｂ：０．０００３～０．００３ｍａｓｓ％を含有し、かつ、Ｍｎ，Ｎｉ，Ｃｒおよ
びＣが下記（１）式；
　Ｍｎ＋Ｎｉ＋Ｃｒ－１２．５×Ｃ≧２．６（ｍａｓｓ％）　・・・（１）
を満たして含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し、入熱量が
８０ｋＪ／ｃｍ以下の多層溶接を施したときの溶接熱影響部に形成される島状マルテンサ
イトの平均面積が３μｍ２以下である板厚が３０ｍｍ以上の高張力鋼板である。ここで、
上記式中の各元素記号は、その元素の含有量（ｍａｓｓ％）を示す。
【００１４】
　本発明の高張力鋼板は、上記成分組成に加えてさらに、Ｃｕ：０．５ｍａｓｓ％以下、
Ｍｏ：１ｍａｓｓ％以下、Ｖ：０．２ｍａｓｓ％以下およびＮｂ：０．１ｍａｓｓ％以下
のうちから選ばれる１種または２種以上を含有することを特徴とする。
【００１５】
　また、本発明の高張力鋼板は、上記成分組成に加えてさらに、Ｃａ：０．０００５～０
．００３ｍａｓｓ％およびＲＥＭ：０．０００３～０．００３ｍａｓｓ％のうちから選ば
れる１種または２種を含有することを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明は、上記いずれかに記載の成分組成を有する鋼素材を、Ａｃ３変態点～１
２００℃の温度に加熱後、累積圧下率５０％以上の熱間加工を施し、次いで、そのままＡ
ｒ３変態点以上の温度から板厚中心部の温度が３５０℃以下になるまで１℃／ｓ以上で冷
却して鋼板全体を焼き入れし、あるいは、放冷してからＡｃ３変態点～１０５０℃の温度
に再加熱した後に板厚中心部の温度が３５０℃以下になるまで１℃／ｓ以上で冷却して鋼
板全体を焼き入れし、その後、４５０～６５０℃の温度で焼戻処理を施す高張力鋼板の製
造方法を提案する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、板厚が３０ｍｍ以上で、降伏強度が６３０ＭＰａ以上の高強度を有し
、母材の靭性にも優れると共に、多層溶接した熱影響部の靭性にも優れる高張力鋼板を安
定して製造することが可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　上述したように、発明者らは、厚肉かつ高強度が求められる鋼板（母材）の強度・靭性
を向上するとともに、溶接熱影響部の靭性をも改善する方法について、検討を重ねた結果
、溶接熱影響部のボンド部近傍における靭性低下は、多層溶接時の２相域加熱部に形成さ
れる島状マルテンサイトを含む脆化組織の生成に起因することを確認した。そして、上記
島状マルテンサイトによる溶接熱影響部のボンド部近傍の靭性低下を改善するには、従来
技術のように単にＣを低減するだけでは不十分であり、さらに、生成する島状マルテンサ
イトの大きさを、平均面積で３μｍ２以下に小さくすると共に、島状マルテンサイトの硬
さを低減してマトリックス組織との硬度差を小さくしてやる必要があること、そして、そ
の達成手段としては、所定の成分組成を満足した上で、母材成分中のＣ，Ｍｎ，Ｎｉおよ
びＣｒを下記（１）式；
　Ｍｎ＋Ｎｉ＋Ｃｒ－１２．５×Ｃ≧２．６（ｍａｓｓ％）　・・・（１）
　（上記式中の各元素記号は、その元素の含有量（ｍａｓｓ％）を示す。）
を満たして含有させる必要があることを見出した。
【００１９】
　ここで、上記（１）式の意味するところは、以下のとおりである。
　ＭｎおよびＮｉは、オーステナイト安定化元素であるため、これらの元素の含有量を高
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めることによって、オーステナイト中に固溶するＣの濃度上昇を抑制することができる。
さらに、炭化物安定化元素であるＣｒを添加し、析出した炭化物の再溶解を抑制すること
によっても、オーステナイト中に固溶するＣ濃度をより低減させることができる。これら
の固溶Ｃ濃度の低下効果によって、溶接熱影響部に生成する島状マルテンサイトの一つ一
つを微細化し、平均面積で３μｍ２以下とすることができると共に、島状マルテンサイト
の硬さを低下し、マトリックス組織との硬度差を小さくすることができる。その結果、島
状マルテンサイトが破壊の起点になり難くなり、溶接部の靭性を顕著に向上することが可
能となる。
【００２０】
　なお、本発明における溶接熱影響部に形成される島状マルテンサイトの平均面積とは、
溶接熱影響部の断面において観察される個々の島状マルテンサイトの面積の平均値のこと
を意味する。また、その測定方法としては、例えば、溶接熱影響部の断面を２段エッチン
グして島状マルテンサイトを現出させた後、２相域に加熱されるボンド部近傍を、走査型
電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて倍率３０００倍で１０視野撮影し、画像解析して個々の島
状マルテンサイトの面積を測定し、それを平均することで求めることができる。
【００２１】
　次に、本発明の鋼板が有すべき成分組成について具体的に説明する。
Ｃ：０．００５～０．２ｍａｓｓ％
　Ｃは、構造用鋼としての本発明の鋼板に求められる強度（降伏強度≧６３０ＭＰａ）を
確保するために必要不可欠の元素である。Ｃが０．００５ｍａｓｓ％未満では、上記必要
な強度を確保することができなかったり、他の合金元素の多量添加が必要となったりする
ため原料コストの上昇を招く。一方、０．２ｍａｓｓ％を超えて添加すると、溶接熱影響
部に生成する島状マルテンサイトの生成量が増加し、個々の島状マルテンサイトが粗大化
しやすくなり、さらに、島状マルテンサイト中のＣ濃度も高くなって硬さが上昇するため
、溶接熱影響部の靭性が大きく低下してしまう。よって、Ｃは０．００５～０．２ｍａｓ
ｓ％の範囲とする。好ましくは０．０１～０．１５ｍａｓｓ％の範囲である。
【００２２】
Ｓｉ：０．０５～０．３ｍａｓｓ％
　Ｓｉは、鋼の脱酸材として添加される必須の元素であり、本発明では０．０５ｍａｓｓ
％以上添加する必要がある。しかし、０．３ｍａｓｓ％を超えて添加すると、母材靭性の
みならず、島状マルテンサイトの生成を助長して溶接熱影響部の靭性をも低下させる。よ
って、本発明では、Ｓｉは０．３ｍａｓｓ％以下とする。
【００２３】
Ｍｎ：０．５～５ｍａｓｓ％
　Ｍｎは、脱酸材として、また、母材強度を確保する観点から０．５ｍａｓｓ％以上添加
する必要がある。一方、５ｍａｓｓ％を超えて添加すると、焼入性が過剰に高まり、溶接
熱影響部の靭性を低下させる。よって、Ｍｎは、０．５～５ｍａｓｓ％の範囲とする。好
ましくは、０．５～２ｍａｓｓ％の範囲である。
【００２４】
Ｐ：０．０１５ｍａｓｓ％以下
　Ｐは、靭性を低下させる有害な元素である。特に、０．０１５ｍａｓｓ％を超えて含有
すると、母材および溶接熱影響部の靭性を低下させる。よって、本発明では、Ｐは０．０
１５ｍａｓｓ％以下に制限する。
【００２５】
Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　Ｓも、靭性を低下させる有害な元素である。特に、０．００５ｍａｓｓ％を超えて含有
すると、母材および溶接熱影響部の靭性を低下させる。よって、本発明では、Ｓは０．０
０５ｍａｓｓ％以下に制限する。
【００２６】
Ｃｒ：３ｍａｓｓ％以下
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　Ｃｒは、鋼（母材）の高強度化に有効な元素であるが、過剰に含有させると、却って靭
性を低下させるので、本発明では上限を３ｍａｓｓ％とする。好ましくは０．１～２．７
ｍａｓｓ％、より好ましくは０．４～２．５ｍａｓｓ％の範囲である。
【００２７】
Ｎｉ：５ｍａｓｓ％以下
　Ｎｉは、鋼（母材）の強度および溶接熱影響部の靭性を向上するのに有効な元素である
。しかし、Ｎｉは高価な元素であるため、上限を５ｍａｓｓ％とする。好ましくは０．５
～５ｍａｓｓ％、より好ましくは０．７～３ｍａｓｓ％の範囲である。
【００２８】
Ｔｉ：０．００５～０．０２ｍａｓｓ％
　Ｔｉは、鋼中で窒化物を形成し、固溶窒素量を低減し、ＢＮの析出を抑制するので、焼
き入れに必要なＢを確保するのに有効な元素でもある。さらに、Ｔｉの窒化物は、オース
テナイト温度域でも安定な析出物であり、溶接熱影響部のオーステナイトの粗大化を効果
的に抑制する。斯かる効果は０．００５ｍａｓｓ％以上含有させることにより得られる。
しかし、０．０２ｍａｓｓ％を超えて添加すると、析出した窒化物が粗大化し、母材およ
び溶接熱影響部の靭性を低下させるので、上限は０．０２ｍａｓｓ％とする必要がある。
【００２９】
Ａｌ：０．００４ｍａｓｓ％以下
　本発明では、高強度鋼板を製造する鋼素材として、Ａｌ脱酸鋼ではなく、Ｓｉおよび／
またはＭｎ脱酸鋼を用いる。ただし、予備処理としてＳｉやＭｎ脱酸に先立ち、Ａｌを添
加して予備脱酸を行ってもよい。ただし、Ａｌを脱酸材として添加してする場合には、溶
解中に残留するＡｌは０．００４ｍａｓｓ％以下とすることが必要である。Ａｌが０．０
０４ｍａｓｓ％を超えて含有すると、溶接熱影響部における島状マルテンサイトの生成を
助長して靭性を低下させるためである。
【００３０】
Ｎ：０．００７ｍａｓｓ％以下
　Ｎは、鋼（母材）中に過剰に固溶すると、母材の靭性を低下させる。また、過剰なＮの
含有は、溶接熱影響部においても、粗大な窒化物や炭窒化物を形成して靭性を低下させる
。よって、本発明では、Ｎを０．００７ｍａｓｓ％以下に制限する。
【００３１】
Ｂ：０．０００３～０．００３ｍａｓｓ％
　Ｂは、オーステナイト粒界に偏析して粒界からのフェライト変態を抑制し、ベイナイト
変態やマルテンサイト変態を促進する効果があるので、高強度化、高靱性化には有効な元
素である。この効果を得るためには０．０００３ｍａｓｓ％以上の含有が必要である。し
かし、０．００３ｍａｓｓ％を超えて添加すると、炭窒化物となって析出し、焼入性を低
下させたり、靭性を低下させたりするようになる。よって、本発明では、Ｂは０．０００
３～０．００３ｍａｓｓ％の範囲とする。好ましくは０．０００５～０．００２０ｍａｓ
ｓ％の範囲である。
【００３２】
　本発明の高張力鋼板は、上記必須成分に加えてさらに、強度・靭性を高める目的で、Ｃ
ｕ，Ｍｏ，ＶおよびＮｂの中から選ばれる１種または２種以上を下記の範囲で含有させる
ことができる。
Ｃｕ：０．５ｍａｓｓ％以下
　Ｃｕは、低温靭性を損なうことなく鋼の強度を高めることができる元素である。しかし
、０．５ｍａｓｓ％を超えて含有させると、熱間加工時に鋼板表面に割れを生じるように
なるので、Ｃｕを添加する場合には上限は０．５ｍａｓｓ％とするのが好ましい。
【００３３】
Ｍｏ：１ｍａｓｓ％以下
　Ｍｏは、母材を高強度化するのに有効な元素である。しかし、１ｍａｓｓ％を超えて含
有させると、炭化物の析出により硬度が上昇し、靭性を低下させる。よって、Ｍｏを含有
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させる場合には１ｍａｓｓ％以下とするのが好ましい。
【００３４】
Ｖ：０．２ｍａｓｓ％以下
　Ｖは、母材の強度・靭性の向上に有効な元素であり、また、ＶＮとして析出し、固溶Ｎ
を低減するのにも有効な元素である。しかし、０．２ｍａｓｓ％を超えて含有させると、
硬質なＶＣの析出により靭性が低下するようになるので、Ｖを含有させる場合には上限は
０．２ｍａｓｓ％とするのが好ましい。より好ましくは０．１ｍａｓｓ％以下である。
【００３５】
Ｎｂ：０．１ｍａｓｓ％以下
　Ｎｂは、鋼の強度を高めるのに有効な元素である。しかし、０．１ｍａｓｓ％を超えて
含有させると、溶接熱影響部の靭性を低下させるので、Ｎｂを含有させる場合には上限を
０．１ｍａｓｓ％とするのが好ましい。さらに好ましくは、０．０１０～０．０２０％で
ある。
【００３６】
　本発明の高張力鋼板は、上記成分に加えてさらに、機械的特性を改善する目的で、Ｃａ
およびＲＥＭのうちから選ばれる１種または２種を、Ｃａ：０．０００５～０．００３ｍ
ａｓｓ％、ＲＥＭ：０．０００５～０．００３ｍａｓｓ％の範囲で含有させることができ
る。
　ＣａおよびＲＥＭは、有害なＯおよびＮを酸化物および硫化物として固定し、鋼の機械
的特性を改善する効果があるため、それぞれ０．０００５ｍａｓｓ％以上含有させること
ができる。しかし、いずれも０．００３ｍａｓｓ％を超えて含有させても、その効果が飽
和するため、上限は０．００３ｍａｓｓ％とするのが好ましい。なお、上記ＲＥＭ（レア
・アース・メタル）とは、Ｌａ，Ｃｅをはじめとする希土類元素のことをいう。
【００３７】
　本発明の高張力鋼板は、上記成分以外の残部は、Ｆｅおよび不可避的不純物からなる。
ただし、本発明の作用効果を害しない範囲であれば、他の成分を含有していてもよい。
【００３８】
　次に、本発明の高張力鋼板の製造方法について説明する。
鋼素材
　本発明の高張力鋼板の素材となる鋼素材（スラブ、ビレット等）は、上記した成分組成
の鋼を、例えば、転炉、電気炉、真空溶解炉等の通常の製錬プロセスで溶製した後、連続
鋳造法あるいは造塊－分塊圧延法等、通常公知の方法を用いて製造することができ、特に
制限はない。
【００３９】
熱間加工（熱間圧延および／または熱間鍛造）
　次いで、本発明では、上記鋼素材をＡｃ３変態点～１２００℃の温度に加熱した後、累
積圧下率が５０％以上の熱間加工し、高張力鋼板とする。ここで、上記の熱間加工とは、
熱間圧延、熱間鍛造あるいは熱間鍛造と熱間圧延の組み合せのいずれかの加工方法を意味
する。
　上記鋼素材の加熱温度を、Ａｃ３変態点以上とする理由は、Ａｃ３変態点未満の温度で
は、オーステナイト単相域にならないため、鋼組織の均一性が悪く、製造安定性が著しく
低下するからである。また、１２００℃以下とする理由は、１２００℃を超えて加熱して
も、熱エネルギーのロスとなるだけだからである。ここで、上記加熱温度とは、鋼素材の
厚さ中心部の温度を指すものとする。厚さ中心部の温度は、鋼素材の厚さ、表面温度およ
び冷却条件などから、シミュレーション計算などで求めることができる。例えば、差分法
を用いて厚さ方向の温度分布を計算することにより、厚さ中心部の温度を求めることがで
きる。また、熱間加工における累積圧下率を５０％以上とする理由は、鋼素材の板厚中心
部まで十分な加工を加えて、鋼組織を微細化するためである。
　ここで、上記Ａｃ３変態点は、実測して求めることができるが、下記（２）式から算出
してもよい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　Ａｃ３変態点（℃）＝９３７．２－４７６．５×Ｃ＋５６×Ｓｉ－１９．７×Ｍｎ－１
６．３×Ｃｕ－２６．６×Ｎｉ－４．９×Ｃｒ＋３８．１×Ｍｏ＋１２４．８×Ｖ＋１３
６．３×Ｔｉ－１９．１×Ｎｂ＋１９８．４×Ａｌ＋３３１５×Ｂ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２）
　（上記式中の各元素記号は、その元素の含有量（ｍａｓｓ％）を示す。）
　なお、熱間加工の終了温度は、鋼板組織の均一性を確保する観点から、Ａｒ３変態点以
上とするのが好ましい。
【００４０】
熱間加工後の冷却、あるいは、熱間加工後の再加熱とその後の冷却
　上記のように熱間加工（熱間圧延および／または熱間鍛造）した鋼板は、次いで、その
ままＡｒ３変態点以上の温度から板厚中心部が３５０℃以下になるまで急冷するか、ある
いは、放冷してからＡｃ３変態点～１０５０℃の温度に再加熱した後に板厚中心部が３５
０℃以下になるまで急冷する、のいずれかの方法で焼入れする。
　ここで、熱間加工後にそのまま急冷する場合に、急冷開始温度をＡｒ３変態点以上とす
る理由は、冷却開始前の組織をオーステナイト単相組織とするためである。なお、この急
冷開始温度は、鋼板表面温度とする。
　一方、熱間加工した鋼板を再加熱した後に急冷する場合に、再加熱温度を１０５０℃以
下とする理由は、これを超える温度ではオーステナイト粒が粗大化し、母材の靭性が低下
するためである。また、再加熱温度をＡｃ３変態点以上の温度とする理由は、焼入れ前の
鋼板をオーステナイト単相組織とすることにより、焼入れ後、および、焼戻し後の鋼板組
織・材質を均質化するためである。これにより、所望の強度・靱性を達成することができ
る。ここで、上記再加熱温度とは、鋼板の板厚中心部の温度を指すものとする。板厚中心
部の温度は、板厚、表面温度および冷却条件などから、シミュレーション計算などで求め
ることができる。たとえば、差分法を用い、板厚方向の温度分布を計算することにより、
板厚中心部の温度を求めることができる。
　なお、上記Ａｒ３変態点は、実測してもよいが、下記（３）式から求めてもよい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　Ａｒ３変態点（℃）＝９１０－２７３×Ｃ－７４×Ｍｎ－１６×Ｃｒ－９×Ｍｏ－５×
Ｃｕ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（３）
　（上記式中の各元素記号は、その元素の含有量（ｍａｓｓ％）を示す。）
【００４１】
　また、Ａｒ３変態点以上の温度から急冷するときの冷却停止温度を、板厚中心部で３５
０℃以下とするのは、鋼板全体を焼入れするためである。これにより、板厚全体にわたっ
てベイナイトまたはマルテンサイト変態が確実に開始するので、後述する焼戻し処理まで
完了した時点において、板厚全体にわたって、焼戻しベイナイト組織または／およびマル
テンサイト組織とすることができる。
【００４２】
　したがって、Ａｒ３変態点以上の温度からの冷却速度も、連続冷却変態図（ＣＣＴ曲線
）のＦｓ点（フェライト変態開始温度）を通過せずに、Ｂｓ点（ベイナイト変態開始温度
）またはＭｓ点（マルテンサイト変態開始温度）を通過できる速度であればよく、特に限
定されないが、概ね１℃／秒以上とするのが好ましい。また、上記急冷する方法は水冷を
採用することができるが、上記冷却速度が確保できる方法であれば水冷に限定されるもの
ではなく、ガス冷却でもよい。
【００４３】
　上記焼入後の鋼板は、ベイナイト組織および／またはマルテンサイト組織となる。
　なお、工業的には、鋼の強靭化を目的として、焼入れを繰り返すことがあり、本発明に
おいても、繰り返し焼入れしてもよい。ただし、最終焼入れの際には、上記冷却条件を満
たすことが必要である。
【００４４】
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　熱間加工後、上記のいずれかの方法で急冷し、焼入れした鋼板は、その後、再加熱し、
４５０～６５０℃の温度で焼戻処理を施す必要がある。焼戻温度が４５０℃未満では、焼
入れに伴う残留応力の除去効果が十分ではなく、一方、６５０℃を超えると、鋼中に種々
の炭窒化物が析出するとともに、変態で得られた微細組織が消失し、強度・靭性が大幅に
低下してしまうためである。上記焼戻処理により、鋼板組織は、焼戻しベイナイト組織お
よび／または焼戻しマルテンサイト組織となる。なお、その他に、フェライト組織、パー
ライト組織、残留オーステナイト組織等が存在することもあるが、それらの合計が面積率
で５％以下であれば、本発明の作用効果に影響はない。上記のように、本発明の高張力鋼
板は、焼入れ後、焼戻処理を施すことが重要であり、これらの熱処理を施すことによって
、母材の強度および靭性に優れる鋼板を製造することができる。
【実施例】
【００４５】
　表１に示したＮｏ．１～２９の鋼を溶製し、鋼素材（スラブ）とした後、表２に示した
条件で、加熱し、累積圧下率が５０～９０％の熱間圧延を施して板厚が５０～１５０ｍｍ
の鋼板とし、その後、その厚鋼板をそのまま急冷して焼入れし、あるいは放冷した後に再
加熱してから急冷して焼入れし、その後、焼戻処理を施して、鋼板Ｎｏ．１～３３の製品
鋼板を製造した。斯くして得られた鋼板を下記の試験に供した。
＜引張試験＞
　各鋼板の板厚１／４の位置から、圧延方向を引張方向とするＪＩＳ４号引張試験片を採
取し、引張試験を実施して降伏強度および引張強さ（ＴＳ）を測定した。
＜衝撃試験＞
　各鋼板の板厚１／４の位置から、圧延方向を長手方向とするＶノッチシャルピー衝撃試
験片を３本ずつ採取し、各試験片について－６０℃でシャルピー衝撃試験を行い、吸収エ
ネルギー（ｖＥ－６０）を測定し、それらの平均値を求めた。
＜溶接後衝撃試験＞
　各鋼板から採取した２枚の溶接用試験片に、Ｘ開先（開先角度４５°）加工を施した後
、入熱５０ｋＪ／ｃｍのサブマージアーク溶接を行い、多層溶接継手を作製した。次いで
、この継手の溶接部の板厚１／４の位置から、ボンド部をＶノッチ位置とするシャルピー
衝撃試験片を各３本ずつ採取し、－６０℃でシャルピー衝撃試験を行い、吸収エネルギー
（ｖＥ－６０）を測定し、それらの平均値を求めた。
＜島状マルテンサイトの面積測定＞
　溶接熱影響部の断面を２段エッチングして島状マルテンサイトを現出させた後、２相域
に加熱されるボンド部近傍を、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて倍率３０００倍で１
０視野撮影し、画像解析して、島状マルテンサイトの平均面積を測定した。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
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【表２】

【００４８】
　上記の試験結果を表３に示した。この結果から、鋼の成分組成が本発明に適合する発明
例の鋼板（鋼板Ｎｏ．１～２５（ただし、Ｎｏ．１，２は参考例））は、いずれも母材の
降伏強度が６３０ＭＰａ以上、引張強さが７２０ＭＰａ以上、母材のｖＥ－６０が１２０
Ｊ以上であり、母材の強度・靭性に優れていることがわかる。さらに、溶接部の靭性ｖＥ
－６０は７０Ｊ以上の靭性を有しており、溶接部の靭性にも優れていることがわかる。
　これに対して、本発明の成分組成を外れる比較例の鋼板（鋼板Ｎｏ．２１～２９）は、
母材の降伏強度が６３０ＭＰａ未満、引張強さが７２０ＭＰａ未満、靭性ｖＥ－６０が１
２０Ｊ未満もしくは溶接部の靭性ｖＥ－６０が７０Ｊ未満のいずれか１以上であり、母材
の強度・靭性および溶接部の靭性のいずれか１以上の特性が劣っている。また、個々の成
分組成は適正範囲でも、（１）式を満たさない鋼板（Ｎｏ．２８）は、島状マルテンサイ
トが大きくなっている。
　また、表３の鋼板Ｎｏ．３０～３３に示すように、鋼の成分組成が本発明に適合する鋼
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板でも、焼入条件や焼戻条件が本発明に適合していない場合には、母材の強度・靭性のい
ずれか１以上の特性が劣っていることが認められる。
【００４９】
【表３】
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